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厚生労働省医政局指導課長 

 

 

 

医療機関債を発行又は購入した場合の事業報告書等への記載について 

 

 

 「医療機関債の発行における消費者保護について」（平成２５年医政発０８０

９第４号厚生労働省医政局長通知）により「「医療機関債」発行等のガイドライン

について」（平成１６年医政発第１０２５００３号厚生労働省医政局長通知）が改

正されたことを踏まえ、今般、医療法人が医療機関債を発行又は購入した場合の

事業報告書等への記載について定めることとし、「医療法人における事業報告書等

の様式について」（平成１９年医政発第０３３０００３号厚生労働省医政局指導課

長通知）の一部を別添のとおり改正することとしたので、御了知の上、更に適正

な運用に努められたい。 



 

（別添） 

○「医療法人における事業報告書等の様式について」（平成１９年３月３０日医政発第０３３０００３号）（抄） 

                    （下線の部分は改正部分） 

改正後 改正前 

〔別 紙〕 

様式１ 

事  業  報  告  書 

（自 平成○○年○○月○○日 至 平成○○年○○月○○日） 

 

１ 医療法人の概要 

 (1) 名     称  医療法人○○会 

① □ 財団  □ 社団（ □ 出資持分なし □ 出資持分あり ） 

② □ 社会医療法人  □ 特定医療法人  □ 出資額限度法人 

  □ その他 

            ③ □ 基金制度採用   □ 基金制度不採用 

             注）①から③のそれぞれの項目（③は社団のみ。）について、該

当する欄の□を塗りつぶすこと。（会計年度内に変更があった

場合は変更後。） 

 (2) ～(4) （略） 

 (5) 役員及び評議員 

 氏   名 備          考 

理 事 長 ○○ ○○  

理  事 ○○ ○○  

同 ○○ ○○  

同 ○○ ○○ ○○病院管理者 

同 ○○ ○○ ○○病院管理者 

同 ○○ ○○ ○○診療所管理者 

同 ○○ ○○ 介護老人保健施設○○園管理者 

監  事 ○○ ○○  

〔別 紙〕 

様式１ 

事  業  報  告  書 

（自 平成○○年○○月○○日 至 平成○○年○○月○○日） 

 

１ 医療法人の概要 

 (1) 名     称  医療法人○○会 

① □ 財団  □ 社団（ □ 出資持分なし □ 出資持分あり ） 

② □ 社会医療法人   □特別医療法人  □ 特定医療法人 

  □ 出資額限度法人  □ その他 

            ③ □ 基金制度採用   □ 基金制度不採用 

             注）①から③のそれぞれの項目（③は社団のみ。）について、該

当する欄の□を塗りつぶすこと。（会計年度内に変更があった

場合は変更後。） 

 (2) ～(4) （略） 

 (5) 役員及び評議員 

 氏   名 備          考 

理 事 長 ○○ ○○  

理  事 ○○ ○○  

同 ○○ ○○  

同 ○○ ○○ ○○病院管理者 

同 ○○ ○○ ○○病院管理者 

同 ○○ ○○ ○○診療所管理者 

同 ○○ ○○ 介護老人保健施設○○園管理者 

監  事 ○○ ○○  



 

同 ○○ ○○  

評 議 員 ○○ ○○ 医師（○○医師会会長） 

同 ○○ ○○ 経営有識者（○○経営コンサルタント代表） 

同 ○○ ○○ 医療を受ける者（○○自治会長） 

注）１．社会医療法人及び特定医療法人以外の医療法人は、記載しなくても差し支え

ないこと。 

  ２．理事の備考欄に、当該医療法人の開設する病院、診療所又は介護老人保健施

設（医療法第４２条の指定管理者として管理する病院等を含む。）の管理者で

あることを記載すること。（医療法第４７条第１項参照） 

  ３．評議員の備考欄に、評議員の選任理由を記載すること。（医療法第４９条の

４参照） 

 

２ 事業の概要 

 (1)～(2) （略） 

 

 (3) 収益業務（社会医療法人が行うことができる業務） 

種  類 実  施  場  所 備     考 

駐車場業 ○○県○○郡（市）○○町

（村）○○番地 

 

料理品小売業 ○○県○○郡（市）○○町

（村）○○番地 

 

 

 (4) 当該会計年度内に社員総会又は評議員会で議決又は同意した事項 

    平成○○年○○月○○日  平成○○年度決算の決定 

    平成○○年○○月○○日  定款の変更 

    平成○○年○○月○○日  社員の入社及び除名 

    平成○○年○○月○○日  理事、監事の選任、辞任の承認 

    平成○○年○○月○○日  平成○○年度の事業計画及び収支予算の決定 

         〃       平成○○年度の借入金額の最高限度額の決定 

同 ○○ ○○  

評 議 員 ○○ ○○ 医師（○○医師会会長） 

同 ○○ ○○ 経営有識者（○○経営コンサルタント代表） 

同 ○○ ○○ 医療を受ける者（○○自治会長） 

注）１．社会医療法人、特別医療法人及び特定医療法人以外の医療法人は、記載しな

くても差し支えないこと。 

  ２．理事の備考欄に、当該医療法人の開設する病院、診療所又は介護老人保健施

設（医療法第４２条の指定管理者として管理する病院等を含む。）の管理者で

あることを記載すること。（医療法第４７条第１項参照） 

  ３．評議員の備考欄に、評議員の選任理由を記載すること。（医療法第４９条の

４参照） 

 

２ 事業の概要 

 (1)～(2) （略）  

 

 (3) 収益業務（社会医療法人又は特別医療法人が行うことができる業務） 

種  類 実  施  場  所 備     考 

駐車場業 ○○県○○郡（市）○○町

（村）○○番地 

 

料理品小売業 ○○県○○郡（市）○○町

（村）○○番地 

 

 

 (4) 当該会計年度内に社員総会又は評議員会で議決又は同意した事項 

    平成○○年○○月○○日  平成○○年度決算の決定 

    平成○○年○○月○○日  定款の変更 

    平成○○年○○月○○日  社員の入社及び除名 

    平成○○年○○月○○日  理事、監事の選任、辞任の承認 

    平成○○年○○月○○日  平成○○年度の事業計画及び収支予算の決定 

         〃       平成○○年度の借入金額の最高限度額の決定 



 

            〃              医療機関債の発行（購入）決定 

 

注）(5)、(6)については、医療機関債を発行又は購入した医療法人が記載し、(7)以下について

は、病院又は介護老人保健施設を開設する医療法人が記載し、診療所のみを開設する医療法

人は記載しなくても差し支えないこと。 

 

 (5) 当該会計年度内に発行した医療機関債 

   注）医療機関債の発行総額、申込単位、申込期間、利率、払込期日、資金使途、償還の

方法及び期限を記載すること。なお、発行要項の写しの添付に代えても差し支えな

い。 

     医療機関債を医療法人が引き受けた場合には、当該医療法人名を全て明記するこ

と。 

 

 (6) 当該会計年度内に購入した医療機関債 

   注）１．医療機関債を購入する医療法人は、医療機関債の発行により資産の取得が行わ

れる医療機関と同一の二次医療圏内に自らの医療機関を有しており、これらの医

療機関が地域における医療機能の分化・連携に資する医療連携を行っており、か

つ、当該医療連携を継続することが自らの医療機関の機能を維持・向上するため

に必要である理由を記載すること。 

２．購入した医療機関債名、発行元医療法人名、購入総額及び償還期間を記載する 

こと。なお、契約書又は債権証書の写しの添付に代えても差し支えない。 

 

 (7) 当該会計年度内に開設（許可を含む）した主要な施設 

    平成○○年○○月○○日  ○○病院開設許可（平成○○年開院予 

定） 

平成○○年○○月○○日  ○○診療所開設 

    平成○○年○○月○○日  訪問看護ステーション○○開設 

  

  (8) 当該会計年度内に他の法律、通知等において指定された内容 

    平成○○年○○月○○日  公害健康被害の補償等に関する法律の 

                  

 

注）以下については、病院又は介護老人保健施設を開設する医療法人が記載し、診療所のみを

開設する医療法人は記載しなくても差し支えないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (5) 当該会計年度内に開設（許可を含む）した主要な施設 

    平成○○年○○月○○日  ○○病院開設許可（平成○○年開院予 

定） 

平成○○年○○月○○日  ○○診療所開設 

    平成○○年○○月○○日  訪問看護ステーション○○開設 

 

 (6) 当該会計年度内に他の法律、通知等において指定された内容 

    平成○○年○○月○○日  公害健康被害の補償等に関する法律の 



 

公害医療機関 

    平成○○年○○月○○日  小児救急医療拠点病院 

    平成○○年○○月○○日  エイズ治療拠点病院 

     注）全ての指定内容について記載しても差し支えない。 

  

(9) その他 

     注）当該会計年度内に行われた工事、医療機器の購入又はリース 

契約、診療科の新設又は廃止等を記載する。（任意） 

公害医療機関 

    平成○○年○○月○○日  小児救急医療拠点病院 

    平成○○年○○月○○日  エイズ治療拠点病院 

     注）全ての指定内容について記載しても差し支えない。 

  

(7) その他 

     注）当該会計年度内に行われた工事、医療機器の購入又はリース 

契約、診療科の新設又は廃止等を記載する。（任意） 

 



様式３－１ 様式３－１

（単位：千円） （単位：千円）

 １ 有 形 固 定 資 産  １ 有 形 固 定 資 産

その他の有形固定資産 その他の有形固定資産

 ２ 無 形 固 定 資 産  ２ 無 形 固 定 資 産

た な 卸 資 産

×××

前 渡 金

前 払 費 用

借 地 権

そ の 他 の 器 械 備 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

医 療 用 器 械 備 品

Ⅱ　固　定　資　産

×××

×××

×××

×××

その他の流動負債

Ⅱ　固　定　負　債

医 療 機 関 債

○ ○ 引 当 金

×××

×××

（平成　　年　　月　　日現在）

×××

×××

×××

車 両 及 び 船 舶

土 地

建 設 仮 勘 定

×××

資　産　の　部 負　債　の　部

短 期 借 入 金

金　　額

×××

×××

×××

科　　　目 科　　　目

○ ○ 引 当 金×××

繰 延 税 金 負 債

××× 前 受 金

×××

預 り 金

×××

×××

長 期 借 入 金

Ⅰ　流　動　負　債

支 払 手 形

買 掛 金

その他の固定負債

負　債　合　計 ×××

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

×××

×××

×××

×××

建 物

構 築 物

×××

×××

前 受 収 益 ×××

×××

×××

金　　額

×××Ⅰ　流　動　資　産

××× 未 払 金

×××

×××

現 金 及 び 預 金

事 業 未 収 金

有 価 証 券

×××

×××

×××

未 払 消 費 税 等

繰 延 税 金 負 債

×××

×××

×××

×××

××××××

貸 借 対 照 表

資　産　の　部 負　債　の　部

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

Ⅰ　流　動　資　産 ××× Ⅰ　流　動　負　債 ×××

現 金 及 び 預 金 ××× 支 払 手 形 ×××

事 業 未 収 金 ××× 買 掛 金 ×××

有 価 証 券 ××× 短 期 借 入 金 ×××

た な 卸 資 産 ××× 未 払 金 ×××

前 渡 金 ××× 未 払 費 用 ×××

前 払 費 用 ××× 未 払 法 人 税 等 ×××

繰 延 税 金 資 産 ××× 未 払 消 費 税 等 ×××

そ の 他 の 流 動 資 産 ××× 繰 延 税 金 負 債 ×××

Ⅱ　固　定　資　産 ××× 前 受 金 ×××

××× 預 り 金 ×××

建 物 ××× 前 受 収 益 ×××

構 築 物 ××× ○ ○ 引 当 金 ×××

医 療 用 器 械 備 品 ××× その他の流動負債 ×××

そ の 他 の 器 械 備 品 ××× Ⅱ　固　定　負　債 ×××

車 両 及 び 船 舶 ××× 医 療 機 関 債 ×××

土 地 ××× 長 期 借 入 金 ×××

建 設 仮 勘 定 ××× 繰 延 税 金 負 債 ×××

××× ○ ○ 引 当 金 ×××

××× その他の固定負債 ×××

借 地 権 ××× 負　債　合　計 ×××

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　

貸 借 対 照 表

※医療法人整理番号

（平成　　年　　月　　日現在）

（下線の部分は改正部分）

改正後 改正前

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※医療法人整理番号

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　

○「医療法人における事業報告書等の様式について」（平成１９年３月３０日医政指発第０３３０００３号）（抄）



その他の無形固定資産 その他の無形固定資産

 ３ そ の 他 の 資 産  ３ そ の 他 の 資 産

 １ 代　替　基　金  １ 代　替　基　金

 ２ その他利益剰余金  ２ その他利益剰余金

×××

保 有 医 療 機 関 債

その他長期貸付金

繰 延 税 金 資 産

×××

×××

ソ フ ト ウ ェ ア

×××

×××

×××負債・純資産合計

×××

純 資 産 の 部

科　　　目

Ⅰ　資 本 剰 余 金

金　　額

×××

×××

Ⅱ　利 益 剰 余 金

資　産　合　計 ×××

有 価 証 券

長 期 貸 付 金

役職員等長期貸付金

×××

長 期 前 払 費 用 ×××

そ の 他 の 固 定 資 産

×××

×××

×××

純 資 産 合 計 ×××

Ⅳ　基　　　　　金

×××

○ ○ 積 立 金 ×××

×××

×××

×××

×××

繰 越 利 益 剰 余 金

Ⅲ　評価・換算差額等

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ×××

×××その他有価証券評価差額金

ソ フ ト ウ ェ ア ××× 純 資 産 の 部

××× 科　　　目 金　　額

××× Ⅰ　資 本 剰 余 金 ×××

有 価 証 券 ××× Ⅱ　利 益 剰 余 金 ×××

繰 越 利 益 剰 余 金 ×××

長 期 貸 付 金 ××× ×××

×××

Ⅲ　評価・換算差額等 ×××

×××

×××

純 資 産 合 計 ×××

繰 延 税 金 資 産

×××

○ ○ 積 立 金 ×××

×××

そ の 他 の 固 定 資 産 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ×××

長 期 前 払 費 用

役職員等長期貸付金

×××

　　　　基金の科目を削除すること。

　　　　いこと。

　　　　別に表示することが適当であると認められるものについては、当該資産、負

　　　　債及び純資産を示す名称を付した科目をもって、別に掲記することを妨げな

その他有価証券評価差額金

Ⅳ　基　　　　　金 ×××

××× 負債・純資産合計 ×××

　　　２．社会医療法人及び特定医療法人については、純資産の部の基金の科目を削

　　　　除すること。

（注）１．表中の科目について、不要な科目は削除しても差し支えないこと。また、

　　　　別に表示することが適当であると認められるものについては、当該資産、負

　　　　債及び純資産を示す名称を付した科目をもって、別に掲記することを妨げな

　　　　いこと。

　　　２．社会医療法人、特別医療法人及び特定医療法人については、純資産の部の

（注）１．表中の科目について、不要な科目は削除しても差し支えないこと。また、

資　産　合　計



様式３－２ 様式３－２

（単位：千円） （単位：千円）

 １ 有 形 固 定 資 産  １ 有 形 固 定 資 産

その他の有形固定資産 その他の有形固定資産

 ２ 無 形 固 定 資 産  ２ 無 形 固 定 資 産

負　債　合　計 ×××借 地 権 ××× 負　債　合　計 ××× 借 地 権 ×××

××× そ の 他 の 固 定 負 債 ××× ××× その他の固定負債 ×××

繰 延 税 金 負 債 ×××

××× ○ ○ 引 当 金 ××× ××× ○ ○ 引 当 金 ×××

建 設 仮 勘 定 ××× 繰 延 税 金 負 債 ××× 建 設 仮 勘 定 ×××

医 療 機 関 債 ×××

土 地 ××× 長 期 借 入 金 ××× 土 地 ××× 長 期 借 入 金 ×××

車 両 及 び 船 舶 ××× 医 療 機 関 債 ××× 車 両 及 び 船 舶 ×××

その他の流動負債 ×××

そ の 他 の 器 械 備 品 ××× Ⅱ　固　定　負　債 ××× そ の 他 の 器 械 備 品 ××× Ⅱ　固　定　負　債 ×××

医 療 用 器 械 備 品 ××× そ の 他 の 流 動 負 債 ××× 医 療 用 器 械 備 品 ×××

前 受 収 益 ×××

構 築 物 ××× ○ ○ 引 当 金 ××× 構 築 物 ××× ○ ○ 引 当 金 ×××

建 物 ××× 前 受 収 益 ××× 建 物 ×××

前 受 金 ×××

××× 預 り 金 ××× ××× 預 り 金 ×××

Ⅱ　固　定　資　産 ××× 前 受 金 ××× Ⅱ　固　定　資　産 ×××

未 払 消 費 税 等 ×××

そ の 他 の 流 動 資 産 ××× 繰 延 税 金 負 債 ××× そ の 他 の 流 動 資 産 ××× 繰 延 税 金 負 債 ×××

繰 延 税 金 資 産 ××× 未 払 消 費 税 等 ××× 繰 延 税 金 資 産 ×××

未 払 費 用 ×××

前 払 費 用 ××× 未 払 法 人 税 等 ××× 前 払 費 用 ××× 未 払 法 人 税 等 ×××

前 渡 金 ××× 未 払 費 用 ××× 前 渡 金 ×××

短 期 借 入 金 ×××

た な 卸 資 産 ××× 未 払 金 ××× た な 卸 資 産 ××× 未 払 金 ×××

有 価 証 券 ××× 短 期 借 入 金 ××× 有 価 証 券 ×××

支 払 手 形 ×××

事 業 未 収 金 ××× 買 掛 金 ××× 事 業 未 収 金 ××× 買 掛 金 ×××

現 金 及 び 預 金 ××× 支 払 手 形 ××× 現 金 及 び 預 金 ×××

科　　　目 金　　額

Ⅰ　流　動　資　産 ××× Ⅰ　流　動　負　債 ××× Ⅰ　流　動　資　産 ××× Ⅰ　流　動　負　債 ×××

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

貸 借 対 照 表 貸 借 対 照 表

（平成　　年　　月　　日現在） （平成　　年　　月　　日現在）

資　産　の　部 負　債　の　部 資　産　の　部 負　債　の　部

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　 所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　

○「医療法人における事業報告書等の様式について」（平成１９年３月３０日医政指発第０３３０００３号）（抄）

改正後 改正前

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※医療法人整理番号 法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※医療法人整理番号



その他の無形固定資産 その他の無形固定資産

 ３ そ の 他 の 資 産  ３ そ の 他 の 資 産

××× 負債・純資産合計

純 資 産 合 計

長 期 前 払 費 用 ×××その他有価証券評価差額金

繰 越 ヘ ッ ジ 損 益

役職員等長期貸付金

×××

繰 延 税 金 資 産

　　表示することが適当であると認められるものについては、当該資産、負債及び純

×××

そ の 他 の 固 定 資 産 そ の 他 の 固 定 資 産

×××

保 有 医 療 機 関 債

その他長期貸付金

×××

長 期 前 払 費 用

　　資産を示す名称を付した科目をもって、別に掲記することを妨げないこと。 　　資産を示す名称を付した科目をもって、別に掲記することを妨げないこと。

純 資 産 合 計 ×××

資　産　合　計 資　産　合　計 ××× 負債・純資産合計

×××

　　表示することが適当であると認められるものについては、当該資産、負債及び純

Ⅲ　利 益 剰 余 金

（注）表中の科目について、不要な科目は削除しても差し支えないこと。また、別に （注）表中の科目について、不要な科目は削除しても差し支えないこと。また、別に

Ⅳ　評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

繰 越 ヘ ッ ジ 損 益

Ⅳ　評価・換算差額等

×××

役職員等長期貸付金

×××

××× 繰 越 利 益 剰 余 金

×××

×××

××× 繰 延 税 金 資 産 ×××

繰 越 利 益 剰 余 金×××

×××

○ ○ 積 立 金××× ×××

×××

×××○ ○ 積 立 金

×××

××× ××× ×××

Ⅱ　資 本 剰 余 金 ×××

長 期 貸 付 金 ××× ××× 長 期 貸 付 金 ××× ×××Ⅲ　利 益 剰 余 金

有 価 証 券 ××× Ⅱ　資 本 剰 余 金 ××× 有 価 証 券 ×××

××× Ⅰ　資 　 本 　 金 ××× ××× Ⅰ　資 　 本 　 金 ×××

××× 科　　　目 金　　額 ××× 科　　　目 金　　額

ソ フ ト ウ ェ ア ××× 純 資 産 の 部 ソ フ ト ウ ェ ア ××× 純 資 産 の 部



様式３－３ 様式３－３

（単位：千円） （単位：千円）

 １ 有 形 固 定 資 産  １ 有 形 固 定 資 産

 ２ 無 形 固 定 資 産  ２ 無 形 固 定 資 産

 ３ そ の 他 の 資 産  ３ そ の 他 の 資 産

×××

×××

×××

Ⅱ　利 益 剰 余 金

科　　　目 金　　額

×××Ⅰ　資 本 剰 余 金

×××

×××

１　代 替 基 金

２　その他利益剰余金

Ⅲ　評価・換算差額等

資　産　合　計 資　産　合　計負債・純資産合計 ××× ××× 負債・純資産合計 ×××

純 資 産 合 計 ×××

Ⅳ　基　　　　　金

×××

純 資 産 合 計 ×××

×××

××× ×××

Ⅲ　評価・換算差額等

Ⅳ　基　　　　　金

×××

１　代 替 基 金

Ⅰ　資 本 剰 余 金

純 資 産 合 計×××

科　　　目

×××

×××

純 資 産 合 計

金　　額

×××

××× ×××

Ⅱ　固　定　負　債

×××負　債　合　計 ×××

Ⅱ　固　定　負　債

負　債　合　計

(×××)

科　　　目金　　額 科　　　目 金　　額 科　　　目

２　その他利益剰余金

××× ×××

科　　　目

Ⅱ　固　定　資　産 ××× ××× Ⅱ　固　定　資　産 ×××

負　債　の　部

金　　額

Ⅰ　流　動　資　産 ××× Ⅰ　流　動　負　債 ××× Ⅰ　流　動　資　産 ××× Ⅰ　流　動　負　債 ×××

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　 所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　

金　　額

貸 借 対 照 表 貸 借 対 照 表

（平成　　年　　月　　日現在） （平成　　年　　月　　日現在）

資　産　の　部 負　債　の　部 資　産　の　部

○「医療法人における事業報告書等の様式について」（平成１９年３月３０日医政指発第０３３０００３号）（抄）

改正後 改正前

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※医療法人整理番号 法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※医療法人整理番号

（うち医療機関債）

（うち保有医療機関債） (×××)

Ⅱ　利 益 剰 余 金

×××



様式３－４ 様式３－４

（単位：千円） （単位：千円）

 １ 有 形 固 定 資 産  １ 有 形 固 定 資 産

 ２ 無 形 固 定 資 産  ２ 無 形 固 定 資 産

 ３ そ の 他 の 資 産  ３ そ の 他 の 資 産

（うち医療機関債） (×××)

負債・純資産合計 ×××資　産　合　計 ×××

×××

負債・純資産合計 ××× 資　産　合　計

Ⅳ　評価・換算差額等 ×××

純 資 産 合 計 ××× 純 資 産 合 計

Ⅳ　評価・換算差額等 ×××

Ⅱ　資 本 剰 余 金 ×××

×××

Ⅲ　利 益 剰 余 金 ×××

×××

Ⅲ　利 益 剰 余 金 ×××

Ⅱ　資 本 剰 余 金 ×××

純 資 産 合 計

科　　　目 金　　額（うち保有医療機関債） (×××)

Ⅰ　資 　 本 　 金 ××× Ⅰ　資 　 本 　 金

×××

科　　　目 金　　額

××× ××× 負　債　合　計 ×××

××× 純 資 産 合 計 ×××

Ⅱ　固　定　負　債 ×××

××× ×××

Ⅱ　固　定　資　産 ××× Ⅱ　固　定　負　債 ××× Ⅱ　固　定　資　産 ×××

負　債　合　計

科　　　目 金　　額

Ⅰ　流　動　資　産 ××× Ⅰ　流　動　負　債 ××× Ⅰ　流　動　資　産 ××× Ⅰ　流　動　負　債 ×××

資　産　の　部 負　債　の　部 資　産　の　部 負　債　の　部

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　 所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　

貸 借 対 照 表 貸 借 対 照 表

（平成　　年　　月　　日現在） （平成　　年　　月　　日現在）

○「医療法人における事業報告書等の様式について」（平成１９年３月３０日医政指発第０３３０００３号）（抄）

改正後 改正前

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※医療法人整理番号 法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※医療法人整理番号
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